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組込みシステムのプロダクトライン開発における
再利用性を考慮したシステムアーキテクチャ評価手法
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概要：近年の制御システムでは，自動運転等の高度な制御を実現するため，ソフトウェアの規模が増大し
ている．そこで開発効率向上のためにソフトウェアの再利用性を向上させ，開発するソフトウェアの量を
削減することが有用である．プロダクトライン（製品系列）におけるシステムアーキテクチャを設計する
際に，論理機能を複数製品で共通化設計し，それらの機能から構成される論理アーキテクチャを個々の製
品の物理アーキテクチャに配置することにより，システム間での論理機能の再利用性が向上する．しかし，
論理機能を実現するソフトウェアは，異なる実行環境に実装することにより修整が必要となり，再利用性
への影響が発生する．そこで本研究では，システムアーキテクチャの共通化設計を行う際に，論理アーキ
テクチャの物理アーキテクチャへの統合先に応じた再利用性を評価可能なアーキテクチャ評価手法を提案
する．本提案手法を自動運転システムの開発で適用し，多数のシステムアーキテクチャ候補を評価し，そ
れらの中からパレート最適なものを導出することができた．これにより，本手法を用いて組込みソフト
ウェアの実行環境依存性を考慮した上で最適なアーキテクチャを選定可能であることを確認した．
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Abstract: Recent control systems have been increasing their system and software scale in order to realize
advanced control such as automated driving. Therefore, in order to enhance development efficiency, it is
becoming increasingly useful to improve reusability of software and to reduce the amount of software to be
developed. When designing a system architecture in a product line, by designing logical functions in common
with products and synthesizing a logical architecture comprising of some of the logical functions with the
physical architecture of each product, it is possible to improve reusability of logical functions in the product
line. However, software that implements logical functions needs to be modified when ported to different
execution environments, which affects reusability. In this paper, we propose an evaluation method that can
be used to assess system architectures in product line development. The method evaluates both hardware
cost and commonality of software by considering the mapping of the logical architecture to the physical archi-
tecture. We report the results of applying the proposed method to the development process of an automated
driving system, where we successfully derived Pareto-optimal architectures. The results demonstrate that the
method enables us to select an optimal architecture by considering the execution environment dependency
of embedded software.
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1. はじめに

近年，社会インフラにおける制御システムは，制御の高

度化や自動化を目的とし，CPS（Cyber Physical Systems）

や IoT（Internet of Things）等のサイバー空間との連携や

機器間制御による知能化が加速している．その中で組込み

システムはサイバー空間と現実空間の境界に位置し，セン

シングによる現実空間の情報収集のための演算や，現実空

間に対し演算結果を実現させるアクチュエータを制御する

重要な役割を担っている．

組込みシステムはそれぞれの環境において最適化される

ため，多品種多量化が起こりやすい．たとえば自動車シス

テムでは内部に 1つまたは複数の演算装置（マイコン等）

を有する ECU（Electronic Control Unit）が，1車種で平

均 20個以上 [1]実装されており，それぞれ役割と必要な

演算性能が異なるため，異なる種別の演算装置により制御

を行っている．さらに，自動車の開発においては，複数車

種が 1つのプロダクトライン（製品系列）で開発されるた

め，プロダクトライン全体で，組込みシステムを効率良く

開発する必要がある．そのためのソフトウェア開発技術と

して，ソフトウェアプロダクトライン [2]があり，システ

ムの共通部および可変部をモデル化し，プロダクトライン

全体での共通化設計や差分設計を行ってコア資産の再利用

を効率良く行うことにより，プロダクトライン全体の開発

効率向上を行う．

また別の方法では，製品開発を効率化するためのシステム

ズエンジニアリング手法を適用し，たとえば IEEE1220 [3]

に記載されているプロセスのように，論理構造を設計した

後に，実行環境である物理構造に配置する統合を実施する．

本プロセスを用いてシステムを設計し，論理構造と物理構

造を分離することで，論理機能の変更や再配置を行うこと

が容易となる．

しかし，組込みシステムでは，ソフトウェアの実行環境

（OS，マイコン等）が異なると，ソフトウェアのマイコン

や OSへの依存部の修整が必要となる．影響の分離や非依

存化の実装方法として，リソースの仮想化技術 [4]により

物理構造と論理構造を分離する取組がある．しかし，組込

みソフトウェアでは限られたリソースやリアルタイム制約

の中で要求された機能を実現するため，仮想化技術を利用

できる場合は少なく，通常はマイコンや OSの専用機能を

使用することにより，実行環境に対するソフトウェアの依
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存性が発生する．

従来のアーキテクチャ評価手法では，構築したシステム

アーキテクチャ（論理（Functional）アーキテクチャおよ

び物理（Physical）アーキテクチャ）のコスト，性能，再

利用性等の観点でトレードオフを評価し [5]，またそれらパ

ラメータによりシステムアーキテクチャを最適化していた

が [6]，実行環境に依存する組込みソフトウェアの再利用性

を，その実行環境との組合せを考慮して判定することはで

きなかった．

そこで本研究では，プロダクトラインにおいて，組込み

ソフトウェアと実行環境の組合せにより変動するソフト

ウェアの再利用性を，アーキテクチャ統合時にソフトウェ

アと実行環境を関連させて評価を行う方法を提案する．こ

の評価手法を用いることで，ソフトウェアの再利用性と物

理アーキテクチャのコストとのトレードオフを考慮して，

適切なシステムアーキテクチャの選択を実現する．さらに

提案手法を，自動車の自動運転システムのプロダクトライ

ンにおける開発事例に対し適用した結果を示す．

本論文の構成は以下のとおりである．2章では本研究の

背景となる自動車システムアーキテクチャ設計の動向と課

題，3章では関連研究，4章で提案手法の内容，5章と 6章

で適用事例とその考察について述べ，7章でまとめを行う．

2. 背景

2.1 自動車システムアーキテクチャ設計の動向

自動車の E/E（Electrical and Electronic）システムは，

安全性および快適性の向上や環境負荷低減を目的とした高

度な制御を実現するために，その制御範囲を拡大している．

特に，自動運転システムの実現に向け，E/Eシステムの複

数の構成要素（センサ，アクチュエータ，コントロールを

行う演算装置を有する ECU）の連携により，車両全体の

統合制御を行うことが求められるようになっている．

従来のシステムでは，個々のセンサ，アクチュエータは

個別に制御されており，それらに割り当てられている ECU

上に，制御を実行するソフトウェアを配置すれば十分で

あった．しかし，自動運転システム等の近年のシステムで

は，複数の ECUを同時に用いて多数のセンサ，アクチュ

エータを連動させることが必要であり，物理ハードウェア

はネットワーク化され，ECUが GW（ゲートウェイ）を

介して通信可能となっている（図 1）．このようなネット

ワーク化された物理アーキテクチャにおいては，各機能を

実現するソフトウェアは，自動車内の ECUのいずれにも

配置される可能性がある．

そのため機能の配置を最適化するためには，システムズ

エンジニアリングプロセスに従い，システム全体の論理構

造を明確化し，その論理構造を実現する物理構造への配置

の複数案を検討し，それぞれのトレードオフを比較した上

で最適な機能の配置を決定することが必要となる．
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図 1 自動車システムの物理アーキテクチャの変化．（上）従来，（下）

現在

Fig. 1 Transition of automotive physical architecture.

図 2 IEEE1220 システムズエンジニアリングプロセス概要

Fig. 2 IEEE1220 systems engineering process.

2.2 自動車システムアーキテクチャ設計の課題

IEEE1220で定義されているエンジニアリングプロセス

の概要を図 2 に示す．ここで Synthesisプロセスにおいて

は，論理アーキテクチャを物理アーキテクチャに統合す

る．この際に代案との比較評価を行い，システムアーキテ

クチャを決定する．

機能連携が複雑化する自動車システムでは，システムを

構成する物理エレメント（演算装置，ネットワーク等）お

よび論理エレメント（論理機能，データリンク等）の数，ま

た論理エレメントを物理エレメントに対し配置するパター

ン（配置パターン）数が増加し，物理アーキテクチャ決定

に必要な評価量が増大する．

たとえば論理エレメント数がm，物理エレメント数が n

の場合，配置パターンは nのm乗となる．具体例として，

それぞれ論理および物理のエレメント数が 10の場合，す

べての配置パターン 10の 10乗となり，これらを手作業に

て順次評価することは非常に困難である．

1つのシステムを効率的に設計するためには，これら組合

せ数が膨大な中で，コストや性能，安全性を考慮してシス

図 3 プロダクトライン開発における物理アーキテクチャのバリア

ント

Fig. 3 Variants of physical architecture in product-line devel-

opment.

テムアーキテクチャを最適化する．さらにプロダクトライ

ン全体等複数のシステムで最適化を行う際には，それぞれ

のシステム間でのソフトウェアの再利用によるソフトウェ

ア開発コスト低減を考慮したうえで物理アーキテクチャを

決定することが必要となる．

図 3 に，複数の物理アーキテクチャの候補から物理アー

キテクチャを選択する例を示す．ここではプロダクトライ

ンのバリアント（変異体）Aと新たなバリアント B1また

は B2を含めて全体最適を検討する例であり，新たなバリ

アントではバリアント Aに対し論理機能 L3 が追加されて

いる．

たとえばバリアント B1は，バリアント Aとの共通性を

重視して追加機能を分離して実現する分離型の例である．

ここでは，物理エレメント P0，P1 と配置される論理エレ

メント L1，L2 の組合せがバリアント Aと共通化されてお

り，L1，L2の実行環境がバリアントA，B1で同一なため，

ソフトウェアの再開発が不要となる．一方で L3 を実行す

る物理エレメント P2 を追加しており，ハードウェアコス

トが比較的高くなる．

一方でバリアント B2は，ハードウェアコスト低減を考

慮して，物理エレメントの数を変えずに追加機能を実現す

る統合型の例であり，論理エレメント L1，L3 が物理エレ

メント P2 に配置されている．この場合，P0 は P3 に変更

されており，これは増加するソフトウェアの実行のために

マイコンの上位種別への変更等が必要となるためである．

結果として，論理エレメント L1 については，バリアント

A，B2とで実行環境の差異が生じるため，実行環境に依存

する部分のソフトウェアの再開発が必要になる．一方でバ

リアント B1に比べ物理エレメントの個数が少なくなって

おり，ハードウェアコストを低減することが比較的容易で

ある．

適切なシステムアーキテクチャの選択のためには，この

ようなハードウェアコストとソフトウェアの開発コスト
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のトレードオフについて，物理アーキテクチャの候補と配

置パターンの組合せごとに，定量的に比較評価する必要が

ある．

3. 関連研究

プロダクトラインでの共通性に基づくシステムアーキテ

クチャの評価としては，Crawleyら [7]や Hofstetterら [8]

による研究があり，プロダクトラインでの Commonality

について，単純な類似性ではなく，共通化をプロダクトラ

インのライフサイクル全体での共通化判断時期を含めてメ

リットとデメリットのトレードオフを考慮した設計を行う

手法を提案している．

プロダクトラインにおけるソフトウェアアーキテクチャ

について，熊木らは，プロダクトラインから，要求文書に

含まれる語の類似性を用いて，コア資産（クラス）の再利

用率を考慮してアーキテクチャ設計を行う手法を提案して

いる [9]．

ソフトウェアの再利用性に関連するソフトウェアのメト

リクスに関しては，国際標準である SQuaRE（System and

software product Quality Requirements and Evaluation）

における再利用性，ISO/IEC9126における移植性がある．

これらの定義では，たとえば，ソフトウェア全体に対する

変更量の割合をもとに評価することが述べられている．

他の再利用に関するメトリクスとして，Washizaki ら

は，ブラックボックス型開発のコンポーネントベースのソ

フトウェア開発の再利用性のメトリクスを提案しており，

Understandability，Adaptability，Portabilityを測定する

ための 5つのメトリクスを用いて評価している [10]．

一方で，システムアーキテクチャを最適化するための手

法としては，Kazmanらの提案する ATAM（Architecture

Tradeoff Analysis Method）[5]がある．この手法では，ト

レードオフポイントを定めステークホルダと議論を行い，

再利用性を含めてシステムアーキテクチャを評価する．

システムアーキテクチャの自動最適化を実現するための

手法として Adachiらは，HiP-HOPS（Hierarchically Per-

formed Hazard Origin and Propagation Studies）を用い

たシステムアーキテクチャおよび故障伝播のモデル化を

行い，安全要件を検証し，要求コストと信頼度を満たすパ

レート最適解の導出を行う手法を提案している [12]．

他の最適解の探索手法として，Liらは，システムモデ

ルを CSP（Constraint Satisfaction Problems）として定式

化し，最適解を導出する手法を提案している．この中では

各種要件（コスト，スケジューラビリティ，リソース）を

制約条件として定式化しソルバにより最適解を導出してい

る [13]．

また Doufeneらは，システムズエンジニアリングプロセ

スの中でアーキテクチャフレームワークによる多目的最適

化を実現するため，制約式を関数化し，パレートフロント

を導出して最適化のための意思決定をサポートする方式を

提案し，EV powertrainの自動化割合の最大化とオーナの

維持コスト最小化を目的関数とした適用事例を通して，提

案手法を評価している [6]．

また，論理および物理アーキテクチャ統合時の評価演算

量削減において，大塚らは安全性の Fail-operationalの必

要要件を定式化し，制約として用いることで候補となる

アーキテクチャを限定することで，物理アーキテクチャ評

価の演算量を削減する手法を提案している [14]．

これら研究においては，組込みソフトにおいて重要とな

る，ソフトウェアの実行環境への依存性により再利用性が

異なる点を考慮して物理アーキテクチャを評価する手法

については述べられていない．そこで本研究では，ソフト

ウェアの実行環境への依存性により再利用性が異なる点を

考慮した再利用性の評価式と，前記評価式を用いてパレー

ト最適解を用いて物理アーキテクチャをトレードオフ評価

して最適化を可能とする手法について提案する．

4. 提案手法

4.1 システムアーキテクチャ評価の全体像

システムアーキテクチャ評価の全体像を図 4 に示す．こ

の例では，バリアント Aと共通のプロダクトラインである

バリアント Bのシステムアーキテクチャを最適化する例に

ついて示している．

バリアント Aとバリアント Bは共通のプロダクトライ

ンであり，共通のフィーチャーツリーから可変性を選択す

ることにより，それぞれのバリアントのフィーチャーを決

定する．

図 4 システムアーキテクチャ評価の全体像

Fig. 4 Summary of system architecture evaluation.
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図 5 アーキテクチャ評価手順

Fig. 5 Process of architecture evaluation.

次に，それぞれ選択したフィーチャーを実現するための

論理アーキテクチャを設計し，さらにそれを実行する物理

アーキテクチャを設計する．ここではバリアントAの設計

は完了しており，その設計結果を再利用してバリアント B

を設計する例を示している．

バリアント Bの実現には，多くの物理アーキテクチャ

の候補と，さらにそれぞれの物理アーキテクチャに対する

論理アーキテクチャの配置パターンがある．そのため後述

する評価手法を用いて最適な物理アーキテクチャと配置パ

ターンの組合せを選択する必要がある．

システムアーキテクチャ評価の手順を図 5 のアクティ

ビティ図を用いて説明する．最初の物理アーキテクチャ選

択では，システム設計者が構築した複数の物理アーキテク

チャ案から 1つの候補を選択する．次の統合においては，

論理アーキテクチャの物理アーキテクチャへの統合につい

て，配置パターンを 1つ選択する．その後定量評価におい

て，プロダクトラインのシステムアーキテクチャ情報を基

に評価を行う．これらを順次繰り返し，候補となるすべて

のシステムアーキテクチャについて定量的に評価を行う．

物理アーキテクチャについては，システム設計者がコス

トや演算性能の制約，過去モデルとの共通性等を考慮して，

現実的に実現可能な複数の候補を作成する．それらの物理

アーキテクチャの候補と，論理エレメントの配置パターン

の組合せをすべて網羅して評価することを本評価手法の狙

いとしている．

数個の物理案であっても，論理エレメントの配置パター

ンは 2.2節で説明のとおり非常に多く存在し，それらのト

レードオフを定量的に評価することが重要となる．

4.2 物理アーキテクチャ選択

物理アーキテクチャ選択においては，複数の候補の中か

ら現在の評価対象となる物理アーキテクチャを選択する．

すべての物理アーキテクチャの評価が終了するまで，順次

物理アーキテクチャを選択する．

4.3 統合

統合においては，論理アーキテクチャのエレメントを物

理アーキテクチャに配置する．図 6 に統合の例を示す．こ

図 6 統合の例

Fig. 6 Example of synthesis.

こではバリアントXの論理アーキテクチャの各エレメント

が物理アーキテクチャに配置されている例を示しており，

たとえば論理エレメントの L2は物理エレメントの P0に配

置されている．

このようにしてアーキテクチャの統合を行う．また統合

においては，複数の配置パターンがある場合（たとえば図 6

の例で，L1 の配置先を P0 と P1 で比較する場合），順次パ

ターンを変更する．

4.4 定量評価

ここでは，物理アーキテクチャに論理アーキテクチャを

配置して得られるシステムアーキテクチャを，物理コスト

とソフトウェアの再利用性の両面から評価する手法を提案

する．

評価の対象となるシステムアーキテクチャの物理アー

キテクチャは，下記のとおり物理エレメント Pi の集合で

表す．

Π = {P1, P2, . . . , Pm}

物理エレメント Pi は，属性としてコスト cost(Pi)を持つ．

また，論理アーキテクチャも同様に論理エレメント Li

の集合で表す．

Λ = {L1, L2, . . . , Ln}

論理エレメント Li は，規模 sizeof (Li)を属性として持つ．

ここで，配置される物理エレメントが変わっても，規模は

影響を受けないと仮定する．

統合によって得られる論理エレメントの物理エレメント

への配置は，論理アーキテクチャから物理アーキテクチャ

への写像Alloc : Λ → Πとして表すことができる．つまり，

論理エレメント Liが物理エレメント Pj に配置されている

ことは，以下のように表される．

Pj = Alloc(Li)

バリアントのシステムアーキテクチャを，論理アーキテ

クチャ Λ，物理アーキテクチャ Π，論理アーキテクチャか

ら物理アーキテクチャへの写像 Alloc : Λ → Πとして定義

する．
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図 7 再利用性評価の範囲

Fig. 7 Focus of reusability evaluation.

V = (Λ,Π,Alloc)

以下，バリアント V = (Λ, Π,Alloc)を，物理コストとソ

フトウェアの再利用性から評価する方法を示す．

(a) 物理コスト評価

物理コストの判定では，評価対象の物理アーキテクチャ

のエレメントすべてのハードウェアのコストを合算する．

評価対象の物理アーキテクチャΠに対し，物理コストを以

下のように定める．

物理コスト =
∑

Pi∈Π

cost(Pi)

(b) 再利用性評価

再利用性については，論理機能を実現するソフトウェア

が再利用できる割合いについて評価を行う．前述のとおり，

組込みシステムのソフトウェアは実行環境（BSW（OS等

の基本ソフトウェア），マイコン）に依存するため，バリア

ント間での実行環境に依存した部分の変更による修整を考

慮し，再利用性を判定する（図 7）．

物理エレメントPi，Pjについて，再利用性Reuse(Pi, Pj)

（0 ≤ Reuse(Pi, Pj) ≤ 1）が定まることを仮定する．これ

は，任意の論理エレメント Lk が Piへ配置できるように設

計されているときに，Lk を Pj に配置できるようにする際

に修整不要な再利用できる元の Lk の割合いを示す．これ

は物理エレメント Pi, Pj のマイコン，および，BSWの類

似の度合いをもとに算出する．

Li が Pj 上で開発済みのとき，それを利用して Lk を Pj

上で開発する際に再利用できるソフトウェアの量を以下の

ように定める．

sizeof (Li) ∗ Reuse(Pi, Pj)

また，ソフトウェア全体の再利用性（Reusability）を以

下のように定める．

Reusability =
修整不要となるソフトウェアの規模

ソフトウェア全体の規模

ここで，ソフトウェア全体の規模は，評価対象のバリア

ントの論理アーキテクチャをΛとし，下記のとおり定める．

ソフトウエア全体の規模 =
∑

Li∈Λ

sizeof (Li)

修整不要となるソフトウェアの規模は，下記のとおり定

める．

修整不要となるソフトウエアの規模

=
∑

Li∈Λ

sizeof (Li) ∗ MaxReuse(Li,Alloc(Li))

MaxReuse(Li, Pj)は，論理エレメント Li を物理エレメ

ント Pj に配置できるように設計する際，すでに開発され

ている全バリアントを利用できる前提で得られる最大の再

利用性である．開発済みの全バリアントの集合をMとす

ると，以下のように定まる．

MaxReuse(Li, Pj)

= max
(Λ,Π,Alloc)∈M s.t. Li∈Λ

{Reuse(Alloc(Li), Pj)}

本節の例においては，Mには，バリアント Bの再利用元

であるバリアント Aが含まれる．

4.5 アーキテクチャ評価結果の比較

4.4節で提案した評価手法を用いることで，複数の物理

アーキテクチャの候補について，論理エレメントの配置パ

ターンについて必要な制約を満たす複数の組合せで評価を

実施し，その結果に基づいて，現在開発対象としているバ

リアントのシステムアーキテクチャを決定する．具体的に

は，物理コストとソフトウェアの再利用性の両面に基づい

た決定を行うために，それら両者を目的関数とし，評価し

たシステムアーキテクチャ全体を実行可能解の集合とした

多目的最適化問題を考える．このとき，パレート最適解の

集合であるパレートフロントに属するものを，バリアント

として選択するアーキテクチャの候補とする．それらの候

補から，ステークホルダと合意を取りアーキテクチャを決

定する．

以上の手順により，ソフトウェアの実行環境に依存する

再利用性を考慮したうえで，システムアーキテクチャの物

理コストとソフトウェア再利用性とのトレードオフ評価に

基づくアーキテクチャの決定が可能となる．

5. 適用事例

5.1 実験

提案手法を，自動運転システムのプロダクトライン開発

におけるシステムアーキテクチャ評価に適用した．

本開発では，2章で例を示した統合と分離のトレードオ

フの比較を行った．これは機能進化を続ける自動運転制御

ECUに対し，他の ECUを統合することでハードウェアコ

ストを削減するか，現行製品である再利用元との共通化に

より開発コストを削減するか，そのトレードオフを定量的

に比較するためである．

本開発において，自動運転制御 ECUに対して統合の対

象となる ECUは 2つあり，そのそれぞれを自動運転制御

ECUに統合するか否かの 4つの物理アーキテクチャで比

較を行った．
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図 8 再利用元の物理アーキテクチャ

Fig. 8 Physical architecture of original variant.

図 9 候補となる物理アーキテクチャの一例

Fig. 9 Candidate for physical architecture.

図 8 はプロダクトライン開発の再利用元となる物理アー

キテクチャであり，センサ，アクチュエータ，ECUを含

む．論理エレメントはこれら ECUが有する演算装置の実

行環境に配置される．

図 9 がプロダクトライン開発で候補となる物理アーキ

テクチャの一例である．記載している ECU2，ECU3が統

合の対象であり，この物理アーキテクチャではいずれも統

合は行われていない．この物理アーキテクチャに加えて，

ECU2を ECU1に統合，ECU3を ECU1に統合，ECU2と

ECU3を ECU1に統合，の 4つの物理アーキテクチャにつ

いて評価を行った．

図 10 はこのプロダクトラインの基となるフィーチャー

ツリーに対応する論理アーキテクチャである．各バリアン

トの論理エレメントはすべてこのアーキテクチャに含まれ

ている．バリアントを開発する場合は，必要な論理エレメ

ントのみを含む論理アーキテクチャを抽出して用いる．

本開発では，論理機能として，特定の走行条件における

認識・判断・制御機能，および特定の認識機能，が ECU1，

2，3の統合に主に関連する機能であり，新たなバリアン

トにはこれらの機能が追加されている．これら論理機能を

含め，該当するバリアントで使用するすべての論理エレ

メントを物理エレメントに配置し評価を実施した．また，

ECU1には過去に開発のない新規マイコンが搭載される．

図 10 論理アーキテクチャ

Fig. 10 Logical architecture.

論理アーキテクチャと 4 つの物理アーキテクチャに対

し，それぞれの論理エレメントについてはソフトウェアの

開発量を，それぞれの物理エレメントについてはマイコン

や BSWが共通か否かを判定するための種別，およびハー

ドウェアのコストを割り当てて評価を行った．また，論理

アーキテクチャから物理アーキテクチャへの可能な割当て

を選別するための定量評価および安全性評価 [14]に用いる

ため，論理エレメントに演算量/通信量/要求する安全レベ

ル等を，物理エレメントに演算性能/通信帯域/実現可能な

安全レベル等を付与した．

ソフトウェアの再利用性については，今回は当該ドメイ

ンでの過去開発での経験にならい，マイコンまたは BSW

に変更があった場合には一律で 75%を再利用可能，双方に

変更がある場合には 50%を再利用可能，変更がない場合は

100%を再利用可能，新規に作成となる論理エレメントは再

利用性 0%として評価を行った．

また論理アーキテクチャの物理アーキテクチャへの配置

については，システムアーキテクチャ評価手法 [14]を用い

た．これにより，すべての配置パターンの中で性能要件の

制約（アクチュエータやセンサとの機電一体の機能配置），

および安全要件（Fail-operationalの必要条件）を充足する

2,500通り（4つの物理アーキテクチャ候補での合計）に絞

り込み，評価を行った．

5.2 再利用率に関する演算過程

ここで再利用性の計算式の例について説明する．再利用

元のシステムで，物理エレメント Pi（たとえば ECU2の

マイコン A，BSW1）に配置されていた論理エレメント Lk

（sizeof (Lk) = 10 [kLoC]）を例にあげる．

この論理エレメント Lk を，ECU2と ECU1を統合後，

別の物理エレメント Pj（たとえばマイコン B，BSW2）に

統合した場合，Lk の再利用率については，
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図 11 評価結果

Fig. 11 Evaluation results.

sizeof (Lk) ∗ MaxReuse(Lk, Pj) = 10 ∗ 0.5 = 5 [kLoC]

となる．また ECU2を統合せず，統合前と同じ物理エレメ

ント Pi に配置した場合には

sizeof (Lk) ∗ MaxReuse(Lk, Pi) = 10 ∗ 1.0 = 10 [kLoC]

となる．マイコンまたは BSWのいずれかが異なる場合に

は，MaxReuse(Lk, Pk) = 0.75として演算を行う．これら

再利用率をすべての論理エレメント Lk に関して演算し，

全体の再利用率を導出した．

5.3 結果

評価結果について図 11 に示す．ここでは横軸がハード

ウェアのコスト，縦軸が再利用率となっている．左下を最

適点とするため，再利用率を上下逆とし，下の点がより再

利用率が高いように記載している．ハードウェアコスト

については，ここでは 2つの ECUをすべて統合した物理

アーキテクチャのハードウェアコストを 1として正規化し

た数値で表現している．

図が示すとおり，今回の例では，ハードウェアコストと

再利用性がトレードオフの関係となった．

具体的には，左から，ECUすべてを統合した物理アー

キテクチャ，ECU2のみを統合した物理アーキテクチャ，

ECU3のみを統合した物理アーキテクチャ，統合を行わな

かった物理アーキテクチャに対応している．それぞれの物

理アーキテクチャに対する点で，最も再利用率の高いもの

が，パレート最適なシステムアーキテクチャとなっており，

このような 4点がパレートフロントを構成している．

また，ハードウェアコストが同じ複数の点は，物理アー

キテクチャが同じで，論理エレメントが異なる物理エレ

メントに配置され，再利用性が変化する例を示している

（図 12）．

5.4 結果に対する分析と考察

図 11 に示すとおり，物理アーキテクチャの候補につい

て，既存製品からの再利用開発において，組込みソフト

図 12 評価結果（一部拡大）

Fig. 12 Evaluation results (part of the graph).

ウェアの再利用性を考慮したパレート最適を導出可能と

なった．ソフトウェア再利用性の数値は，今回の評価では

概算見積り（0%/50%/75%/100%）を基にしており，数値

を実際の値と比べると誤差が生じるが，それぞれの実行環

境依存性を同条件で比較しているため，再利用性の数値が

相対的に高いということは，いずれかの論理エレメントを

より再利用性が高い実行環境に配置することを示している

（たとえば，再利用前と再利用後でマイコンまたは BSWに

変更がある実行環境に配置し 75%再利用と判定した論理エ

レメントを，マイコンおよび BSWが再利用前と再利用後

で同じとなる 100%再利用が可能な実行環境に配置する，

等）．ハードウェアコストが同じ条件において，再利用性

が向上する論理エレメントの物理エレメントへの配置を求

めることが可能になると考える．ここから，たとえばハー

ドウェアコストやソフトウェア開発コストの優先順位を考

慮し，物理アーキテクチャを選択可能となる．

従来手法では，ハードウェアコストのみの評価を実施し

た場合，個別の製品でコスト最適となり，製品系列全体で

の開発コストが増大する可能性がある [6], [13]．

一方，再利用性のみを評価した場合，共通化を目的とし

て製品系列全体で同じコントローラ・マイコンを選定し，

結果として同様に製品系列全体でのハードウェアコストが

大きくなる．文献 [7], [8]ではコストと再利用性を考慮して

いるが，本研究で課題としている組込みソフトウェアの実

行環境依存性を考慮していないため，結果として論理エレ

メントの再利用が困難となる可能性がある．本提案手法で

はハードウェアコストと実行環境依存性を考慮したソフト

ウェアの再利用性を同時に評価可能となる．

特に統合における配置案は網羅的に評価を行い，再利用

性の最適点（ハードウェアコストが同一で，最も再利用性

が高い点）を導出可能となった．安全性評価手法 [14]と組

み合わせることで，数が大きい配置パターンから，安全性

の要件を満たす妥当な組合せで，上記トレードオフと最適

な配置を網羅的に評価可能となった．

また本プロジェクトにおいては，再利用率から換算した

ソフトウェアの開発工数がプロジェクトの許容範囲内で

あったため，ハードウェアコストを優先し，統合型の物理

アーキテクチャを選択した．ここでたとえば再利用率から
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換算されるソフトウェアの開発工数がプロジェクトとして

許容できない，またはハードウェアコストが製品計画上許

容できない場合はそれぞれの値で境界を設定し，許容範囲

内でのトレードオフ選択による最適化を行うことが可能と

なると考える．

本節で扱った製品は開発途中であり，提案手法により導

出した開発工数と，実際の開発工数との比較が可能な段階

には至っていない．しかし，個別のECUにおける再利用率

については，当該ドメインのエキスパートによるレビュー

で，おおむねの見積りについては妥当と評価されている．

全体の再利用率は個々の ECUについて同じ方法で見積り

を行った結果の積み重ねであり，同様に妥当であると判断

している．

また今回の開発ではプロダクトライン開発を前提とし，

特定のバリアントのコア資産を再利用して異なるバリアン

トの開発を行う例を示したが，バリアント管理を前提とし

ない派生開発においても同様に本手法は適用可能である．

その場合は，派生開発元と派生開発先の論理エレメントや

物理エレメントの差分や配置について，同様に実行環境依

存性に基づき評価を行うことにより，複数の物理アーキテ

クチャからパレート最適となるアーキテクチャを導出する

ことが可能である．

6. 限界と妥当性への脅威

(a) 内的妥当性への脅威

実行環境への依存性の数値について，今回は経験則を基

に一律試算を行った．同種のマイコンの系列間の移植には

比較的コストがかからない等があるため，パラメータとし

て反映することにより，そのような条件を加味した評価が

可能となると考える．

(b) 外的妥当性への脅威

IT系等，実行環境とソフトウェアの分離ができている分

野においては，上記実行環境への依存性は考慮不要と考え

る．組込み分野においても，仮想化技術 [4]の進展により

適用が不要になる可能性はあるが，1章で述べたとおり，

組込みシステムはリアルタイム性等の観点で実行環境への

依存性が高いため，そのような制約の環境で有用であると

考える．

7. おわりに

本研究では，組込みシステムのプロダクトライン開発に

おいて，定量的な評価に基づいて適切にシステムアーキテ

クチャを選択する方法を提案した．まず，論理アーキテク

チャを物理アーキテクチャへ統合して得られるシステム

アーキテクチャの定量的評価を，組込みソフトウェアの実

行環境への依存性を考慮してその再利用性を見積もった

うえで，ハードウェアコストとソフトウェア開発量とのト

レードオフを数値化することで実現した．この評価手法

を，候補となるシステムアーキテクチャを安全性等の制約

を考慮した上で絞り込む既存手法と統合することで，最適

なアーキテクチャを選択する方法を提案した．さらに，自

動運転用システムの開発への提案手法の適用事例を通して

その有効性を示した．

今後の課題としては，再利用率の本手法による予測値と

実開発での値の比較評価，再利用性以外の評価指標の統合

や，要求を最適化する物理アーキテクチャ候補の生成方法

等があげられる．
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